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協会の役割
　私たちの国土は、急峻な地形・複雑な地質・脆弱な地盤など
から斜面災害が発生しやすい環境にあります。加えて、降水量
は世界平均の約2倍にも及び、斜面の不安定化にさらに拍車を
かけています。
　こうした現象は発生して初めてわかることが多く、いまだ完
全に予測することはできません。また、災害の発生を未然に防
いだり、発生後にその動きを止めるための対策工事の工法も実
績を積み重ねている段階で完全に研究しつくされたとはいえま
せん。今も、調査や対策工事を専門としている人たちが協力し
て、新しい、より確実な技術の研究や開発を重ねています。
　私たち一般社団法人斜面防災対策技術協会は、地すべり、が
け崩れ、雪崩等の斜面防災に関係する技術を向上させることと
同時に、斜面防災対策事業の重要性を広く皆さんに理解しても
らうための普及と促進に協力しています。
　斜面防災対策技術の資格制度として、昭和59年に協会独自
に「地すべり防止施工管理士」制度が創設され、昭和63年に
は建設大臣認定「地すべり防止工事士」制度へ、平成18年6月
からは国土交通大臣「登録地すべり防止工事試験」制度へと進
展してきました。平成27年度末現在約4,100名の地すべり防
止工事士が斜面災害を防止するため、あるいは斜面環境を保全
するため、豊かな経験と確かな知識・技術を駆使して全国で活
躍しています。

協会の事業

一般社団法人 

斜面防災対策技術協会
について

国土の保全と
国民生活の安心・安全

斜面防災技術の進歩改善
のための調査・研究

技術図書の編さん、
日本地すべり学会との協定

事業の発展と普及啓発
のための広報
会誌・図書の発行、
講演会の開催

技術者の育成支援
登録地すべり防止工事試験
資格制度の実施運営、
研修会の開催

　当協会は、会員相互の協力によって斜面防災事業の健全な発展と対策事業の普及、促進に協力し、国土の
保全と国民生活の安心・安全に寄与することを目的として以下の事業を推進しています。

 1　斜面防災対策技術の進歩改善に関する調査及び研究
 2　斜面防災対策事業の発展と普及啓発のため、会誌、図書その他印刷物の刊行
 3　斜面防災対策技術に関する研修会、研究会及び講演会等の開催
 4　登録地すべり防止工事試験実施、登録及び証明に関する事業
 5　国際会議、学会その他本協会の目的に適合する団体への協力及び参加
 6　その他本協会の目的を達成するため必要な事業
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協会の取り組み
一般社団法人斜面防災対策技術協会では、斜面防災
対策事業にかかる普及啓発活動に協力しています。

地すべり対策事業

地すべり対策概念図

がけ崩れ（急傾斜地崩壊）対策事業

雪崩災害

地すべり災害

地すべり対策

がけ崩れ対策概念図

雪崩対策事業

雪崩対策概念図

がけ崩れ災害

がけ崩れ対策
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年間活動カレンダー　   斜面防災対策技術の進歩改善に関する活動
■　（公社）日本地すべり学会との協定（熊本地震災害合同調査等）
■　災害復旧復興支援
■　国・県との災害協力協定（立山砂防・富山県・新潟県等）
■　技術参考図書の編集作成

　   事業の発展普及に関する活動
■　会誌発行（斜面防災技術）
■　図書その他印刷物の刊行
■　講演会の開催
■　技術フォーラム
■　訪問学習
■　砂防技術指針等作成時の聴聞
■　建設功労者、優秀施工者等の推薦
■　発注機関の催しの後援、助成

　   技術者の育成支援に関する活動
■　国土交通大臣登録地すべり防止工事試験の実施
　（試験問題作成・一次・二次・合否判定）
■　地すべり防止工事試験講習（地すべり防止工事士会）
　の支援
■　地すべり防止工事士資格運営
　（登録及び証明に関する事業・技術講習会）
■　国土交通省「公共事業に関する調査及び設計等の
　品質確保に資する技術資格登録」への登録
　（地すべり・急傾斜・地質土質）
■　研修会の開催
　（地すべり防止技術：建設研修センター）
■　講習会の開催
　（地すべり防止工事士技術講習、各支部技術講習）

地すべり防止技術研修
主催： （一社）斜面防災対策技術協会
 （一財）全国建設研修センター
後援：国土交通省

5月
上旬

（4日間）

「地すべり防止工事士」
技術講習会
札幌・仙台・東京・新潟・富山・金沢・
長野・静岡・名古屋・大阪・岡山・高松・
福岡

6月
下旬

8月
上旬

〜

斜面防災対策技術フォーラム
開催実績は p5を参照

10月
11月
〜

協会誌「斜面防災技術」の発刊
4、8、12月

年3回

国土交通大臣登録
地すべり防止工事試験
札幌・仙台・東京・新潟・富山・金沢・
長野・静岡・名古屋・大阪・岡山・高松・
福岡

6月
中旬

一次
試験

9月
上旬

10月
上旬
土曜日

〜

国土交通大臣登録
地すべり防止工事試験
原則として東京・大阪・福岡

二次
試験

事業活動

　   会員数

正会員 225 企業
賛助会員  16 企業・団体



斜面対策工維持管理実施要領
点検・詳細調査編

斜面防災対策技術協会一般社団法人

斜面対策工維持管理実施要領

斜面防災対策技術協会一般社団法人
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[ 技術フォーラム」開催状況
 　開催年度 開催地 　　　　　　　　　　　　特別講演

   百万石の大名行列と北陸新幹線

フォーラム‘16 平成28年度 金沢市
 ▶ 東四柳 史明（金沢学院大学名誉教授）

   県土を護る斜面防災
   ▶ 川村 國夫（金沢工業大学教授）

   豪雨及び地震による深層崩壊

フォーラム‘15 平成27年度 高松市 
▶ 千木良 雅弘（京都大学防災研究所教授）

   斜面対策工の維持管理技術
   ▶ 榎田 充哉（斜面防災対策技術協会地すべり維持管理マニュアル編集出版委員長）

フォーラム‘14 平成26年度 札幌市 国土を保全する
   ▶ 南 哲行（北海道大学国土保全学研究室特任教授）

フォーラム‘13 平成25年度 長野市 長野県北部地震による被害と復旧・復興
   ▶ 島田 茂樹（長野県栄村村長）

フォーラム‘12 平成24年度 福岡市 斜面防災と産官学連携
   ▶ 宜保 清一（放送大学沖縄学習センター長）

フォーラム‘11 平成23年度 富山市 「列島強靭化」における日本海側諸都市の役割
   ▶ 藤井 聡（京都大学都市社会工学専攻教授）

フォーラム‘10 平成22年度 仙台市 斜面を見る技術を創る工夫
   ▶ 宮城 豊彦（東北学院大学教養学部教授）

フォーラム‘09 平成21年度 東京都 技術開発への道
   ▶ 森山 裕二（国土交通省砂防部保全課長）

フォーラム‘08 平成20年度 東京都 小さな被害に大きな教訓～土砂災害防止ソフト対策の課題～
   ▶ 藤吉 洋一郎（大妻女子大学教授・元ＮＨＫ解説委員）

フォーラム‘07 平成19年度 松江市 出雲という国
   ▶ 藤岡 大拙（ＮＰＯ法人出雲学研究所理事長・荒神谷博物館長）

フォーラム‘06 平成18年度 新潟市 地域の絆が防災へつながる～中越大地震を教訓として～
   ▶ 長島 忠美（衆議院議員）

協会の
発行物
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斜面防災の専門家
　地すべり防止工事士は、斜面災害から日本の美しい国土と、かけがえのな
い生命及び財産を守る役割を担うプロフェッショナルです。
　国土固有の地形・地質・気象条件から誘発される地すべり等の斜面災害の
予防と対策については、豊富な知識と経験をもった「地すべり防止工事士」
の活躍が不可欠です。
　地すべり防止工事士の資格を得るためには、一般社団法人斜面防災対策技
術協会が実施する国土交通大臣「登録地すべり防止工事試験」に合格し、協
会規定に定められた手続きによって協会に登録することが必要です。この資
格は、地すべり調査対策工事に携わる技術者が必要な知識や技術レベルにあ
ることを証明するものです。さらに加えて技術水準の向上に努め、斜面防災
対策事業の健全な発展に寄与することを約束するものです。

● 受験資格
「登録地すべり防止工事試験」の受験資格は、地すべり防止工事
等に関する5年以上の実務経験を有する者です。この実務経験に
は1年以上の指導監督的実務経験年数を必要とします。

● 過去の試験問題
毎年度発行の「斜面防災技術」に掲載しています。
＊本協会HPでは、「（当協会）会員専用ページ」より過去の問題を
入手できるとともに、過去問題から選択した問題を応答形式で回
答するシステムによって受験勉強ができるようになっています。

● 受験のすすめ
当協会では受験者のために研修テキストを頒布しています。試験
要領についてはHPのほか主要官庁及び会員にポスター等でお知
らせしています。受験に関する詳細及び不明な点については協会
本部・支部までお問い合わせ下さい。

地すべり防止工事士について

資格取得までの流れ

「登録地すべり防止工事試験」

一次試験（択一試験（基礎・専門）体験記述
（年1回、全国13箇所で実施）……6月中旬

二次試験（年1回、原則東京・大阪・福岡で実施）
……9月上旬～10月上旬

合格証明書交付……11月上旬

斜面防災対策技術協会への登録により
「地すべり防止工事士」となる。

地すべり防止工事士の資質向上のための
講習の受講（5年に1回、原則全国13箇所で実施）

資格の更新

「地すべり防止工事士」
登録者の分布

（平成 28年度 7月現在）

300人以上

200人以上

100人以上

50人以上

20人以上

20人未満

当協会のホームページには
「地すべり防止工事士」に関する資料が掲載されています。
　　■　受験に関すること ■　資格者の活用　
　　■　地すべり防止工事士の適格性
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　   地すべり防止工事士資格の活用実績

●地すべり防止工事士は営業所の専任技術者として認定されます。
　建設業法第7条第2項では、建設業者は営業所ごとに建設工事に関する一定の資格又は経験を有する技術者を置かなければ
ならないことになっています。「とび・土工工事業」及び「さく井工事業」では、登録地すべり防止工事試験合格者で合格
後1年以上の当該工事の実務経験を有する者を営業所の専任技術者とすることができます。
●地すべり防止工事士が所属する会社は経営事項審査の評価点の対象となります。
　建設業許可業種区分の「とび・土工・コンクリート」及び「さく井」では、地すべり防止工事士が所属している会社の経
営事項審査において評価点の対象となります。
●地すべり防止工事士は国土交通省より斜面防災対策調査、設計業の技術者として登録されています。
　国土交通省は「公共事業に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」に基づく技術者登録資格に、
地すべり防止工事士を以下の施設分野、業務の技術者として登録しています。

この登録により地すべり防止工事士を斜面防災対策事業の調
査や設計さらには対策工事に従事させることを義務付けた
り、担当技術者の資格要件としている発注機関もあります。
●地すべり防止工事士は発注条件によっては有利になる場合
があります。
　国土交通省では地すべり防止工事士を総合評価落札方式で
加点評価するなどして資格保有者の活用を図っています。
　今後は各発注機関においても地すべり防止工事士の積極的
な活用が期待されています。

■　突発的な斜面災害に求められる応急対策において、監視
計画の立案と実行、地質や地下水状況をも含む周辺環境へ
の影響を踏まえた応急工事の計画と実行が可能です。
■　周辺の自然環境を把握することが習慣づけられているこ
とから施工中の地下水や地質の変化への対処がスムーズで
安全管理に貢献できます。

緊急、
　迅速な対応

■　地すべりの基本を熟知しているため調査計画の適切な配
置を立案することが可能であり、経済的でスムーズな調査
を遂行できます。

適切な調査計画

■　設計図書と現地の状況を地すべりという観点から再検討
できるため、当初計画の内容と目的に沿った適切な処置が
迅速になされ、工期の短縮が計れます。
■　当初計画に関わらず、地すべりの挙動に応じた適正かつ
効果的な対策工の提案を随時行うことができます。

適切な変更提案

■　地すべり機構及び特異性を把握しているので、発注者と
の打ち合わせ協議、現場施工中の観測体制および施工順序
など、工事の進め方についても安全で経済的な施工が可能
です。

安全かつ
　経済的な施工

地すべり防止工事士  
の活用のメリット

地すべり防止工事士は、豊富な経
験に裏づけられた技術により斜面
災害のあらゆる段階での対応が可
能であり、安全性、経済性からも
大きな役割を果たします。

公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録

　　 登録番号
    資格が対象とする区分

    　　　資　格 　　　施設分野 　　  業　務    知識・技術を求める者
品確技資 第 ３ 号 地すべり防止工事士 地すべり防止施設 点検・診断 管理技術者
品確技資 第 59 号 地すべり防止工事士 急傾斜地崩壊防止施設 点検・診断 管理技術者
品確技資 第 108 号 地すべり防止工事士 地質・土質 調査 管理技術者又は主任技術者
品確技資 第 123 号 地すべり防止工事士 地すべり対策 計画・調査・設計 管理技術者・照査技術者
品確技資 第 125 号 地すべり防止工事士 急傾斜地崩壊等対策 計画・調査・設計 管理技術者・照査技術者
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1974年（昭和49年） 1月 30日 任意団体 地すべり対策技術協会発足
1978年（昭和53年） 9月 27日 建設大臣の許認可を得て社団法人設立
1984年（昭和59年） 5月 13日 「地すべり防止施工管理士」資格検定試験開始（昭和62年まで）
1988年（昭和63年） 7月 28日 建設大臣認定「地すべり防止工事士」資格認定試験制度発足
2005年（平成17年） 9月 21日 「社団法人斜面防災対策技術協会」へ名称変更
2006年（平成18年） 6月 1日 国土交通大臣「登録地すべり防止工事試験」実施機関登録
2013年（平成25年） 11月 22日 一般社団法人斜面防災対策技術協会に移行
2014年（平成26年） 5月 30日 （公社）日本地すべり学会と調査・研究等の共同の協定
2015年（平成27年） 1月 26日 公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録【点検・診断業務（地すべ

り防止施設）】
2016年（平成28年） 2月 24日 公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録【点検・診断業務（急傾斜

地崩壊防止施設）、調査業務（地質・土質）、計画・調査・設計業務（地すべり対策、急傾斜地崩壊等
対策）】

JASDiM Japan Association for Slope Disaster management

一般社団法人

斜面防災対策技術協会 〒105-0004　東京都港区新橋6-12-7（新橋SDビル６F）
TEL 03-3438-0493  FAX 03-3438-0803
URL http://www.jasdim.or.jp
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